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『アジア新興国の経営環境に適応する中小企業』
　人口減少社会を迎えた我が国では、多様な業界において市場縮小や労働力不足などの問題が顕在化しつつあります。また経済のグローバリゼーションの進展やAI/IoT等の技術革新など、企業を取り巻く経営環境が大きく変容しています。こうしたなか中小企業が将来にわたり維持・発展していくには、既存事業に頼るだけではなく、新たな環境に応じた戦略の採用などの取組みが必要となっています。
こうした背景を踏まえ、当センターでは、中小企業の新たな取組みの１つとしてアジア新興国市場への参入を採り上げ、調査を実施し、その結果を『アジア新興国の経営環境に適応する中小企業』（資料№176）としてとりまとめました。
· 調査結果のポイント

	アジア新興国等に進出する大阪の中小企業の事例から、進出における各ステージのポイントを以下のように整理しました。

１．マインドセット（思考様式）の変化が海外への初進出の動因
　◆中小企業の海外進出は増加傾向にあるが、進出に伴うリスク等のため、一部の企業の取組みにとどまっている。
◆初進出を遂げた企業は、他社と同様に海外事業経験がなく、リスクも同様に感じていたが、既存事業の見通しなど、将来にわたる事業構想を深く検討することで、経営者のマインドセットが変化し、アジア新興国に進出。
２．進出時には、自社や現地の環境に応じ、柔軟に進出方法を選択
　◆大阪の中小企業の海外進出分野・方法は異業種や提携など多様化。
◆大阪の中小企業は、アジア新興国に進出する際、自社と現地の状況や条件を勘案し、現地での経営課題を避けるため、またはコスト低減のため、あるいは現地の活力を活用するため、など様々な条件のなか最適と判断した方法を選択。
３．進出後は、現地市場を深耕するための現地情報の入手が課題
　◆経済成長過程にあるアジア新興国では、法制度の改正や競合企業の参入・退出、または給与水準上昇など経営環境の変化も総じて早い。事業継続には、こうした環境変化への対応が肝要。
◆現地では、経済成長に伴う需要の拡大や新たな需要が期待。それら需要獲得には、ローカル企業等との競争のため、現地市場に深く入り込み、顧客の購買意識など正確な情報を適時に入手することが重要。


○調査結果の概要
アジア新興国等に進出する大阪の中小企業の事例から、進出における各段階のポイントを以下のように整理しました。

１．マインドセット（思考様式）の変化が海外への初進出の動因　　　　
　◆中小企業の海外進出は増加傾向にあるが、進出に伴うリスク等のため、一部の企業の取組みにとどまっている。
①海外展開に取組む中小企業の割合は増加傾向にあるものの、未だ一部に留まる。
　直接輸出を実施する中小製造業の割合：2001年1.5％　⇒　2013年3.5％

　直接投資を実施する中小企業の割合：2001年0.09%　⇒　2014年0.17％
　※出所：中小企業編「中小企業白書2016」のデータを再加工。
②中小企業が海外展開しない理由は、「国際業務の知識･情報･ノウハウがない（50.5％）」、「国際業務に対応できる人材を確保できない（45.2％）」、　「現地パートナー､商社等が確保できない（32.3％）」、「国内業務が手一杯で考えられない（29.0％）」など。
　※出所：中小企業庁「2016年版中小企業白書」。

◆一方、初進出を遂げた企業も、他社と同様に海外事業経験がなく、リスクも同様に感じていたが、既存事業の見通しなど、将来にわたる事業構想を深く検討することで、経営者のマインドセットが変化し、アジア新興国に進出。
[image: image1.emf]製造業 非製造業

作業員 エンジニア マネージャー スタッフ マネージャー

中国 8.8 10.4 8.2 -0.5 5.9

タイ 6.5 5.4 3.0 5.5 3.1

インドネシア 10.2 6.4 4.9 6.6 2.7

インド 1.0 -0.7 0.4 2.5 1.3

ベトナム 13.4 7.7 7.2 6.8 2.9

ミャンマー 28.8 35.4 19.6 18.5 20.7



２．進出時には、自社や現地の環境に応じ、柔軟に進出分野・方法を選択　　　　　
　◆大阪の中小企業の海外進出方法は異業種や提携など多様化。
①1996年から2018年で、中小企業製造業が非製造業として進出する割合は12.2％から29.0%に、同様に中小企業非製造業が製造業として進出する割合は13.9%から22.8%にそれぞれ増加。
　※経済産業省「海外事業活動基本調査」各年版より算出。

②2009年から2015年において、中小企業による海外企業との国際業務提携は、56%増加。

※経済産業省「企業活動基本調査」各年版より算出。
◆大阪の中小企業は、アジア新興国に進出する際、自社と現地の状況や条件を勘案し、現地での経営課題を避けるため、またはコスト低減のため、あるいは現地の活力を活用するため、など様々な条件のなか最適と判断した方法を選択。


３．進出後は、現地市場を深耕するための現地情報の入手が課題　　　　　
　◆経済成長過程にあるアジア新興国では、法制度の改正や競合企業の参入・退出、あるいは給与水準など経営環境の変化も総じて早い。事業継続には、こうした環境変化への対応が肝要。
表１ 日系企業の一人当たりの年間負担額の年平均増減率（2010年から2019年、％）
出所：日本貿易振興機構(JETRO)「2019年度アジア・オセアニア進出日系企業実態調査」及び、日本貿易振興機構(JETRO)「在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査(2010年度調査)」により作成。

※全数調査ではないため、必ずしも実態を正確に表すものではない。
◆現地では、経済成長に伴う需要の拡大や新規創造が期待。それら需要獲得には、ローカル企業等との競争のため、現地市場に深く入り込み、顧客の購買意識など正確な情報を適時に入手することが重要。


○報告書の閲覧等
◆報告書冊子（資料№176）は、大阪府府政情報センターにおいて閲覧、またはご購入いただけます（１冊280円）。
≪大阪府府政情報センター≫
URL：http://www.pref.osaka.lg.jp/johokokai/jigyo3/kankobutu.html
　　　住所：大阪市中央区大手前２丁目 大阪府庁本館５階　TEL：06-6944-8371
◆なお、本報告書は当センターのウェブサイトにて、ご覧いただけます。
URL：http://www.pref.osaka.lg.jp/aid/sangyou/
Case1 アジアの需要を目指し業界初の海外進出


株式会社ノダ（従業者数77人）は、ゴム・スポンジ・樹脂フィルムなどの多様な素材を成型するための木型を製造している。


同社が属する木型業界の国内市場は成熟期を迎えていた。代表取締役の野田氏は、「納期短縮などで競争力を高め国内事業を拡大させてきたが、市場全体がシュリンクするなか、それだけでは限界がある。企業として継続的に発展していくには、成長しているアジア市場を狙うべき」と、業界ではじめての海外進出に乗り出した。


付き合いのある進出企業やJETROなどで話を聞きベトナムへの進出を決め、2008年に駐在事務所を設置し、半年ぐらい営業したところで予定していた損益分岐点を超えたため貸し工場による現地生産を開始した。





Case２ 事業承継を機に海外に進出


日章アステック株式会社（従業者数89人）は、配管等の工業用ステンレスメーカーである。2007年、事業承継により代表取締役となった杉田章一氏は、将来を見据え「筋肉質な会社への変革」というビジョンを掲げ、その具体策の１つとして海外展開に着手した。


当時、国内生産では金額が合わない製品が増えていた。そこで収益構造を大きく変えるため、下請業者に頼っていて且つ品質面やコスト面で顧客要求についていけない加工工程を海外へ移管するという方針を打ち出した。進出の際は、社長自らが中国や東南アジアの候補地を視察し、国民性や社会環境、現地の人件費などを確認し、ベトナムへの進出を決めた。同社は20年前から中国やインドネシア、ベトナムから技能実習生を受け入れていた為、国民性の違いについて多少の理解はあった。





Ｃａｓｅ３　生産委託で各国の需要に対応　


株式会社加貫ローラ製作所（従業者数430名）は、印刷機用ゴムロール等を製造販売している。印刷機の消耗品であるゴムロールへの需要は、装置が設置されている世界各地で生じる。こうした海外需要に対応するため、各国の同業者に生産委託することで、グローバルな供給体制を構築した。自社工場を設立する方法もあるが、加貫社長は「海外に自社工場を出すには、現地の法制度や商習慣への対応、現地従業員の管理など、多くの課題をクリアしないといけない。これを回避するため、当社は現地メーカーへの生産委託を海外展開の原則としてきた」という。現在、同社は欧米やアジア12か国に提携先を持っている。


海外企業との事業提携で懸念される技術漏洩リスクに対しては、ゴムロールの品質を決めるゴムの配合など、技術の核心部分は本社で生産したものを供給する技術のブラックボックス化によって回避している。





Ｃａｓｅ４　ローカル企業との合弁により現地リスクを回避　


株式会社共成（従業者数45名、和泉市）は、農機・自動車・建機用の各種コントロールケーブル製造している。80年代に低コスト化を目的に中国企業と合弁で法人を設立した。


現地での法制度対応や販路開拓、資金回収リスクなどを考慮し、ローカル企業に経営を任せた方が有利であると判断し、合弁企業を設立した。日本人は駐在せず、経営は合弁先の中国企業に任せている。合弁先となるローカル企業は、同社に見学に来た中国企業の１つ。合弁前の半年間にわたり部品を購入し、対応力などを見極め決定した。狙い通り現地人材に経営を任せたことで、大きな問題もなく事業を立ち上げることができた。その後の販路開拓も順調で、設立当初はケーブル生産のみであったが、今ではアルミダイカストや自動車専用ケーブルなど別工場も立ち上げ事業は拡大している。





Ｃａｓｅ5　現地企業と真っ向勝負で市場開拓を目指す　


A社（従業者数：約40名）は、医療分野等で使用される消耗品を開発販売している。同社は、「人口減少による市場縮小が確実になってきた今、堅調な国内事業も将来は安泰とは言い難い」と考え、海外市場への参入を決めた。候補地選定の視察や現地での関係作りなどは、社長自ら行い、2005年、以前から輸出しており、また人口が多く需要獲得に期待できる中国に生産拠点を設置した。


現地市場は既に欧米やローカルの企業が押さえていたが、需要獲得のため機能に優れ長期的には低コストとなる製品や、機能を制限することで低コスト化した製品など現地需要に合わせた製品を開発販売した。しかしローカル製品に慣れた現地ユーザーの評価には合わず苦戦をしている。今は、ローカル製品などとの競争に勝つため、強みである技術・品質に加え、現地市場特有の価値観や購入行動を理解し、現地で売れる製品の開発に取組んでいる。


中国での市場深耕に取組む一方で、ＡＳＥＡＮ輸出の増加を機に14年、タイにグローバル供給の拠点を置き、マレーシア、ベトナム、フィリピン、パキスタン、ミャンマー、台湾などのアジア各国やフィンランドに輸出している。





Ｃａｓｅ６　現地経済の成長に伴う付加価値需要の創造に期待


若井ホールディングス株式会社（従業者数200名）は、特殊なネジや釘、電気プラグなど建築・電気関連資材を幅広く販売している。80年代にドイツ・フランクフルトに進出するなど、早くから欧米への販路を拡大。近年は、成長するASEAN市場に狙いを定め、2015年にベトナム・ホーチミンに販売拠点を設置した。


ベトナム法人の経営は今のところ順調であるが、まだ事業拡大の余地はあるという。若井会長は「ベトナムは、経済も社会もまだ発展途中。今は所得も低く、当社も汎用品販売が中心。しかしこれから現地の所得が上がってくると、特徴のある付加価値品の市場も広がってくるだろう。その時こそ、当社が得意とするオリジナル商品で勝負していきたい」と今後への期待と意気込みを語っている。
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